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出所）WSW Wuppatarler Stadtwerke GmbH資料・インタビューより

企業概要事業領域 （提供サービスやその概況を記述）

WSW売上構成(2018年)

自治体
概要

名称 ヴッパータール市

人口 35万5,100人

公社
概要

名称 WSW Wuppatarler Stadtwerke GmbH

売上 9億7,704万ユーロ（2018年）

利益 256万ユーロ（2018年）

従業員数 3,252人

主要株主
ヴッパータール市（99.39％）
エネペ・ルール郡（0.61％）

(1000ユーロ) 売上 利益

WSW コンツェルン 977,040 4,348 

WSW E&W 801,494 59,631

WSW mobil 90,680 -53,350

出所）AWGウェブサイト
AWGごみ焼却場内のP2G設備。
コジェネの電力で水素を作り市内のバス利用

出所）Tal.Marktウェブサイト
Tal.Marktでは電力総飛車が好きな発電所を選択できる

※系統運営はWSW E&Wの子会社のWSW Netzが担う再エネやガス発電事業もWSW E＆W子会社が行う

参考１．WSW Wuppatarler Stadtwerke GmbH（WSW）
（１/２）

◼ WSWは、配電・電力小売・発電といったエネルギー事業、交通・廃棄物処理・水道事業など幅広い事業を手掛ける。

⚫ エネルギーや廃棄物を手掛けるWSW W&Eが利益の源泉であり、交通事業では5,000～6,000万ユーロの赤字があるが、
WSW全体としては黒字を維持できている。これを「横断連結」という。

⚫ 電力小売などでは民間企業との競争が存在するが、ブロックチェーンや地産地消電力メニューによるクリーンなエネルギーで差別化し
ている。

WSW Wuppertaler 

Stadtwerke GmbH

(WSW)

WSW mobil GmbH

交通

100 ％

WSW Energie & Wasser 

AG

電力・ガス(※)

・地域熱供給・水道

66.9 ％

ENGIE 

Deutschland AG

33.1 ％

ヴッパータール市

99.39％

エネペ・ルール郡

0.61 ％

AWG 

Abfallwirtschaftsgesellschaft 

GmbH

廃棄物処理

70.4 ％ 29.6 ％

WSW Wuppatarler Stadtwerke GmbH（WSW） 
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主な要素 実施事項 ポイントや留意点

２. 収益源・事業を
成立させる工夫

３. 自治体/地元企業
との連携

４. 人材獲得
・育成方法

１. サービス内容
✓ブロックチェーンや水素利用等
の新技術も用いて、クリーンな
エネルギーで差別化

• WSWは、「Tal.Markt」というブロックチェーン技術を用いた
「独自の電力取引プラットフォーム」を開発、好きな発電所、特
に地元の発電所からの電力を購入でき。また好きなときに変更で
きるメニューを提供している。Tal.Marktは民間企業が提供して
いるVPPシステムをベースに、WSWのプログラマーが自社用に
開発した。

• 公共交通に燃料電池バスを導入した。市内の廃棄物を燃焼させて
発電し、その余剰エネルギーをもとに水素を生産して市内の燃料
電池バスやゴミ収集車を走らせる試み。

✓配電事業などで収益を確保、
交通事業を維持する

• 総括原価方式が採用されている「配電」など、確実な収益が見込
める事業領域を確保することで、交通などの事業を維持する。

• 電力小売などの事業も、上記のようなデジタル化により効率化を
実現、収益性を高める。

✓地域の活動を支援することで、
顧客・就労者との結びつき強化

• 地域の活動へのスポンサー活動をとおして、地域から認められる
存在となり、顧客や優秀な若者の獲得につなげている。

• 具体的には、祭りなどのイベントや個別のスポーツ・文化クラブ
を支援する。

✓「デュアルシステム」のもとで
若者に職業訓練の場を提供

• ドイツには、「デュアルシステム」と呼ばれる「週に数回会社で
働き、数回学校に行って学ぶ制度」がある。

• WSWはこの制度下で若者に職業訓練の場を提供、現在は平均し
て60～80人を受け入れている。修了生は修了資格を獲得、専門
技能を持った者として認められ、民間企業で働くことができる。

参考１．WSW Wuppatarler Stadtwerke GmbH（WSW）
（2/２）
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出所）Städtische Werke AG資料・インタビューより

企業概要事業領域 （提供サービスやその概況を記述）

KVV売上構成(2018年)

自治体
概要

名称 カッセル市

人口 20万2,137人

公社
概要

名称
持株：KVV
主要企業：Städtische Werke AG

売上 KVV 5億6,565万ユーロ（2018年）

利益 KVV 70万ユーロ（2018年）

従業員数 KVV 1,806人

主要株主
KVV：市100%
SWK：KVV(75.1％)、Thuega(24.9％)

出所）ともにSUNウェブサイトより((c)SUN Stadtwerke Union Nordhessen GmbH & Co. KG)

(1000ユーロ) 売上 利益

KVV コンツェルン 565,656 879 

KVVHD親会社 32,781 -2,099

SWK (エネルギー) 370,805 11,976

SWK Netz(系統運営) 184,499 12,080

KVG (交通) 68,553 -15,454

参考２．KVV/Städtische Werke AG（SWK）
（１/２）

◼ 持株会社KVV傘下に、エネルギー事業を手掛けるSWK、交通事業を手掛けるKVGなどが属する事業構成

⚫ エネルギー事業の利益で交通事業を支えている。エネルギーについては。早くから再エネに力を入れており、毎年行われる
100％再エネ自治体会議のホストを務めている。

⚫ 広域連携に力を入れている。電力消費地である都市部のカッセル市と、再エネ電源の多い近郊の良好な関係構築のために、
各地域が連携して「SUN(北ヘッセンシュタットベルケ連合)」を設立した。

KVV

SWK 
Netz+Service

系統運営

KVG
交通

SW連合
THUEGA

カッセル市

Städtische Werke(SWK)
エネルギー

SWK E+W
電力・ガス・熱

Müllheizkraftwer
ke Kassel
廃棄物処理
＋コジェネ

6.5％ 2.5％

100％

5.1％97.5％

75.1％ 24.9％

100％ 94.9 ％93.5％

KVV/Städtische Werke AG（SWK） 
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主な要素 実施事項 ポイントや留意点

２. 収益源・事業を
成立させる工夫

３. 自治体/地元企業
との連携

４. 人材獲得
・育成方法

１. サービス内容 ✓複数のSWで広域連携

• カッセルのある北ヘッセン地域の自治体が連携、広域化すること
でより効率的な運営を行うための事業体として、2011年にSUN
を設立した。

• SUNは、収益源ではなく、地域間のネットワークであることを
目指して設立された。エネルギー転換プロジェクトでの地域間連
携などの役割を果たす。

✓連携することでノウハウを結集
、電源開発も手掛けることで地
域内資金循環を実現

• SUNが発足する以前は、地域の再エネ開発に出資するのは地域
外の投資家であり、地域に残る経済付加価値が限定されていた。

• SUNを通して、各SWが力を合わせ再エネ電源に投資、利益を地
域内に止めることができるようになった。

• 資金を地域に再投資することの意義を地域住民に説明し、風力発
電に対するアクセプタンスの向上などにも努めている。

✓市に対するサービスで収益基盤
を確保

• 大企業から配電網を買い戻し、SWKが運営権者となった。
• 買取価格は大きいが、配電事業の収益を地元に残すことができ、
公共事業に投資する、配電網を整備して更なる再エネ開発や電力
安定供給能力を高める、といったことが可能になる。

✓地元の大学とも連携、若くから
SWKで働く人材がマネジメント
層に

• 人材採用においては、地元のカッセル大学とも連携している。
• デュアルシステムで様々な職種の訓練の場を提供している。常に

60人以上の若者が、15～20種類の職種で働いている。
• 経営層/マネジメント層も、若い時からSWKで働く人材が多い。

参考２．KVV/Städtische Werke AG（SWK）
（２/２）
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出所）Stadtwerke Karlsruhe GmbH資料・インタビューより

企業概要事業領域 （提供サービスやその概況を記述）

KVVH売上構成(2018年)

自治体
概要

名称 カールスルーエ市

人口 31万2,060人

公社
概要

名称 持株会社：KVVH
主要企業：Stadtwerke Karlsruhe GmbH

売上 10億820万ユーロ（2018年）

資産 17億9,180万ユーロ（2018年）

従業員数 1,144人

主要株主 KVVH（80％）
EnBW（20％）

出典）SWKウェブサイト
ツーリストインフォと共同で市内中心部に設置したデジタル体験ができ
るシュタットベルケのカスタマーセンター

出典）Schnepf,2015
市民と共同出資した屋根上太陽光

(1000ユーロ) 売上 利益

KVVH コンツェルン 1,050,162 -225 

SWK(エネルギー) 739,803 21,477

SWK Netz(系統運営) 173,745 -5,170

VBK 128,487 -38,568

参考３．KVVH/Stadtwerke Karlsruhe GmbH（SWK）
（1/２）

◼ 持株会社KVVH傘下で、SWKが再エネ発電、電力・ガスなどのエネルギー供給、上水、地域熱事業を担う。

⚫ カッセル市が全額出資する持ち株会社KVVHが80%、電力大手EnBWが20%の株式を保有する。同じ持ち株傘下のVBK等が
公共交通事業を担う。

⚫ 15年前から市民参加型発電設備として３つの太陽光発電所2.7MWを運営している。その後は近郊で風車にも参画し、市内に
も風車を建設している。

⚫ 観光局と協力し、ツーリストインフォメーションと施設を共同で使用するなど、コスト削減にも積極的にも努めている。

6 ％

KVVH

KASIG

鉄道インフラ管理

Stadtwerke 

Karlsruhe (SWK)

エネルギー

EnBW

カールスルーエ市

Rheinhafen

ライン川港湾管理会社

AVG

交通設備管理
VBK

交通

100％

80 ％ 100 ％ 100 ％ 94 ％20 ％

KVVH/Stadtwerke Karlsruhe GmbH（SWK） 
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主な要素 実施事項 ポイントや留意点

２. 収益源・事業を
成立させる工夫

３. 自治体/地元企業
との連携

４. 人材獲得
・育成方法

１. サービス内容
✓市民出資による再エネ電源開発
を行う

• 市民エネルギー協同組合を立ち上げ、太陽光発電設備を所有、運
営する。2006年の最初のプロジェクト（840kW-PV）では、市
民174名が60%相当、SWKとカールスルーエ市が26％を出資し
た。

• 新たな取組としては、集合住宅に屋根置きPVを設置、売電する
「貸借人電力(Mieterstrom)」モデルに取り組んでいる。

✓顔の見える関係であることを
差別化要素に

• 「私達は、この地域出身企業で、顧客のことをよく知っている。
電話相談も気軽に応じるし、顧客が直接足を運べる窓口もある」
という点をアピールすることで、全国の大手企業に対抗する。

• 例えば、「現金支払」を受け付けないほうが業務効率は良いが、
地元の顔の見える付き合いを重視、窓口業務を維持している。

✓一部業務の委託を通して
地元企業のスキル向上に貢献

• 停電時や顧客や家庭の設備機器のメンテナンスは、地元の電機工
事会社や修理工に委託している。

• ESCO事業でも地元工事会社と協力し、集合住宅の屋根上PVでは
住宅供給公社とも協力している。

• このような作業時に、「配電網の近代化工事について助言する」
など、地元企業のスキル向上に貢献している。

✓業界のプロフェッショナル人材
が経営層として参加

• 現取締役社長のMicheal Homman氏は2013年にSWKにエネル
ギートレード部の部長として入社、それ以前は別のSWのエネル
ギー供給部門や石油業界などで働いていた。

• CTOのOlaf Heil氏はSWKに2019年にCTOとして招聘された。そ
れ以前は日系企業や他の電力会社で勤務していた。

参考３．KVVH/Stadtwerke Karlsruhe GmbH（SWK）
（２/２）
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出所）Stadtwerke Esslingen am Neckar GmbH & Co. KG資料・インタビューより

企業概要事業領域 （提供サービスやその概況を記述）

SWE売上構成(2018年)

自治体
概要

名称 エスリンゲン市

人口 9万4,145人

公社
概要

名称 Stadtwerke Esslingen am Neckar 
GmbH & Co. KG

売上 6,900万ユーロ（2018年）

投資額 1,340万ユーロ（2018年）

従業員数 184人

主要株主 エスリンゲン市(50.02％)
EnBW(49.98％)

出典）Frisch, 2020
SWEがエネルギーコンセプトを開発、設計、建設中のCO2ニュートラル街区。
集合住宅2棟と学校の校舎の3棟からなる。屋根上太陽光、蓄電池、P2G設
備などをSWEが管理、運営する。

出典）SWEウェブサイト
公営プール

(1000ユーロ) 売上 利益

SWE 72,729 5,537

参考４．Stadtwerke Esslingen am Neckar GmbH & Co. KG（SWE）
（１/２）

◼ SWEは、公共交通運営会社SVEの傘下の企業で、ガスインフラ事業、水道、地域熱共有、電力小売、エネル
ギー関連サービスの収益を基盤として公営プール運営などの地域福祉事業を手掛けている。

⚫ ガスインフラ事業や地域熱供給事業などの収益で、その他の事業を支えている。電力小売ではグリーン電力のみを扱う。

⚫ 近年はカーボンニュートラルな街区開発に努めている。市内に建設中の集合住宅と工科大学キャンパスの整備プロジェクトにおい
て、総合エネルギー計画を作成、開発に取り組む。

SVE
公共交通

Stadtwerke Esslingen am Neckar (SWE)
ガス、地域熱、電力小売、公営プール

EnBW

エスリンゲン市

100％

50.02％49.98％

Stadtwerke Esslingen am Neckar GmbH & Co. KG（SWE） 
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主な要素 実施事項 ポイントや留意点

２. 収益源・事業を
成立させる工夫

３. 自治体/地元企業
との連携

４. 人材獲得
・育成方法

１. サービス内容
（特徴あるもの）

✓カーボンニュートラルな街づく
りに、設計から投資運営まで
一括して請け負う立場で参画

• 市の住宅供給公社と公立のエスリンゲン工科大学が取り組む新キ
ャンパス開発プロジェクトに参画している。SWEが熱供給設備
の設計・建設・設備投資・運営までを一括して請け負っている。

• カーボンニュートラルな街区を志向しており、建物の屋根上には
PVを搭載、これらは自家消費メインに使われる。余剰電力は蓄
電池に蓄えてPVが発電していない時の電力として利用する。ま
た、近郊で運営している風力発電の電力を用いて水素を生産し、
バスや天然ガスパイプラインへの混入などで利用する。

✓地元であることを活かした
一気通貫のサービス内容

• ESCOなど住宅向けのエネルギー総合パッケージを提供する。
• 小規模ながら発電設備を集合住宅やオフィスビルに設置、地元企
業であることを活かして、設備の建設・運営・管理などのサービ
スを月額の定額料金で請け負う。ただし、エネルギー消費量は別
途にかかる。

✓自治体や他の公社と連携して
地域を支えるサービスを提供

• SWEは公共交通運営会社SVEの傘下にある。SWEの利益を配当
としてSVEに還元することで、地域交通を支えている。

• 新しいコンセプトの街づくを志向した市の住宅供給公社から依頼
され、SWEは上記の街づくりに参画した。また、民間不動産会
社とも協力している。

✓規模が小さい自治体のSWでも
周囲と連携して人材育成を実施

• VKUなどの公営会社連盟や業界団体BDEWなどが提供している
研修コースに社員を派遣して教育を行っている。

• 親会社のひとつである大出電力会社EnBWが研修センターを保有
しており、SWEの社員や研修生も研修を受けることができる。

• 地元の工科大学との協力も進めている。

参考４．Stadtwerke Esslingen am Neckar GmbH & Co. KG（SWE）
（１/２）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


